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デジタル時代における著作権制度・関連政策に関する委員等からの指摘を踏まえた

論点（案） 

（※これまでのタスクフォース会合等において委員等から指摘のあった事項を幅広にまとめたもの） 

 

＜全体＞ 

 コンテンツの複製、改変、編集、拡散が容易となる中で、知的財産は使われることによっ

てその価値が上がっていくという視点と、利用のされ方に関する著作者等の意思を尊重

するという視点の両立をどのように図るべきか。 

 保護すべき権利は保護し、保護しなくてもいい権利は保護しないというメリハリをどのよう

につけることができるか。どのような場合に黙示的に利用が許諾されていると考えてよい

か。 

 コロナをきっかけに、特にデジタル・コンテンツの流通円滑化の必要性が高まっているが、

デジタル・トランスフォーメーション（DX）の側面から著作権制度の在り方をどのように見

直すべきか。 

 多数のコンテンツの利用の円滑化を可能とする権利処理手法は何か。集中管理が発達

していない分野について、どのような方策が考えられるか。 

 集中管理団体による管理の対象となっていないノン・メンバー問題はどのような利用分野

において顕在化しているか。 

 ノン・メンバー問題の解決策として、一定の組織率が確保できる場合に、拡大集中許諾

制度は有効な手段となり得るか。集中管理団体に管理を委託していない権利者の著作

物等を団体が管理する正当化根拠は何か。ノン・メンバーについて補償金請求権化し、

集中管理団体が権利行使することで、拡大集中許諾と同様の効果を得ることはできるか。

拡大集中許諾制度は新たな利用方法についても集中管理団体と利用者間の交渉に委

ねることで、相対的に市場原理が働く柔軟な解決を図るものであるが、補償金付権利制

限によっても同様の効果は見込めるか。 

 特に、映像分野のデジタル・コンテンツの円滑な権利処理を通じたコンテンツ流通量拡大

を図ることは、現下の技術革新、デジタル・エコノミーの進展、コンテンツを取り巻く環境

変化から重要と考えられるが、拡大集中許諾や補償金付き権利制限はその有効な促進

手段となり得るか。 

 補償金付き権利制限を選択肢とする場合に、これを幅広く活用可能にするためには、ど

のような法的正当化論理構成や仕組みの工夫が必要となるか。 

 利用円滑化のためには集中管理団体等に権利者情報が集約されることが重要だが、拡

大集中許諾や補償金付き権利制限により集中管理を促進し、権利者情報のデータベー

ス化が進むことは見込まれるか。 
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 円滑な権利処理と権利者の意思の反映を両立させるため、オプトアウトできる補償金付

権利制限の活用は考えられるか。このような権利処理の必要性が顕在化している利用分

野はあるか。また、拡大集中許諾を正当化する上でオプトアウトの手続を明確に組み込

むことは意義があるか。 

 過去のコンテンツの利用における課題である権利者不明著作物・実演等の利用の円滑

化を可能とする権利処理手法は何か。現状の裁定制度の改善策として何が考えられる

か。裁定制度と集中管理を組み合わせた混合型は選択肢として考えられるか。この問題

に関しても、拡大集中許諾や補償金付き権利制限と集中管理の混合型は選択肢になり

得るか。 

 追及権や著作権契約法のように、利用に当たって可能な限り適切な対価が著作者等に

還元されることをどのように促すことができるか（前提として利用状況に関する情報が権

利者に適切に提供されることが必要）。著作権法による規律のほかに、例えば下請法等

による規律は有効か。 

 

 

＜UGC、ｎ次創作関係＞ 

 いわゆる UGC の中には、第三者の著作物等を全く利用していないものから、第三者の

著作物等を利用する程度が大きいものまで、様々な形態のものが見られるが、どの程度

の創作的部分の付与がある UGC を推進すべきか。その外形的線引きは可能か。 

 著作物等について利用の可否や条件に関する権利者の意思をどのように確認しやすく

できるか（コンテンツホルダーが利用しやすい意思表示・ライセンス/ガイドラインの整備

等）。どのようなものが引用により認められるか。 

 投稿サイト等プラットフォーム事業運営と権利者への対価還元を円滑化するため、どの

ような方策が考えられるか（共有音源データベースの構築支援、投稿者への情報提供・

啓蒙の促進、海外も見据えた権利処理枠組の構築、運営事業者に対するフィンガープリ

ント等技術の導入支援、著作権使用料の対象となる事業収入総額の開示等） 

 当事者間のルール形成を促す方策として何が考えられるか。当事者間のルール形成が

うまく進まない場合に、あっせんや裁定制度（放送、商業用レコードへの録音等及び著作

権等管理事業に係るもの）等の既存の仕組みを活用できるか。 

 投稿サイト事業者等プラットフォームが、利用者に代わって、権利処理や対価還元を行う

機能を果たすことは意義があるか。また、競争政策の観点からは、どのような方策が考

えられるか。情報の非対称性の問題を解決するため、例えばコンテンツ流通に関する収

入、コンテンツの利用状況、対価還元に関する基準、苦情等への対応について公表を促

し、透明化を図ることは有益か。 
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 このような役割をプラットフォームが果たすことが、かえって新規参入障壁となり、既存の

プラットフォームの地位を固定化させることにつながるか。新たなプラットフォームの成長

を促す観点から、どのような方策が考えられるか。 

 プラットフォームと集中管理団体等権利者の間の契約により利用が認められている著作

物等や、プラットフォームに権利処理条件が登録されている第三者の著作物等を利用し

て UGC を創出する場合は、著作権侵害にあたらないが、それ以外の場合は著作権侵害

になりうる。投稿サイト等のユーザによる軽微な利用行為をどのようにとらえるか（刑事

罰の対象範囲など）。拡大集中許諾や補償金付き権利制限は解決策になり得るか。なり

得るとすれば、どのような法的正当化の論理構成や細部設計が必要か。 


